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「「防防火火管管理理」」とは、火災の発生を防止し、かつ、万一火災が発生した場合でも、

その被害を最小限にとどめるため、必要な対策を立て、実行することです。 
 
「「自自分分のの建建物物やや事事業業所所はは自自分分でで守守るる」」ということが、防火管理の基本精神です。

しかし、過去の火災では、不適切な火気管理などの理由から火災が発生し、 

初期対応の失敗から火災が拡大し、尊い人命や財産が失われてしまった事例

が数多くあります。  
 
消防法では、防防火火管管理理者者を定め、防防火火管管理理にに係係るる消消防防計計画画に基づき 

防火管理上必要な業務を行うことが義務付けられています。 

 あなたの建物や事業所でも防火管理の重要性を認識して 

防火意識を高め、防火管理が最も有効に機能するよう、 

体制の整備を図りましょう。 
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統括防火管理者 

統括防災管理者 
（（pppp..1144--1155））  

⇒⇒建建物物全全体体のの防防火火((防防災災))管管理理  

業業務務のの推推進進責責任任者者  

全全ててのの管管理理権権原原者者がが  

協協議議ををししてて選選任任  
  

建物や事業所を管轄する消防署 

管理権原者（（pp.33））  
  防

火
管
理 

消消防防計計画画  

（（ppｐｐ..66--1100））  
    

火災予防や火災 

発生時の対応要 

領などの計画 
  

 

全全体体ににつついいててのの  

消消防防計計画画  

（（pp..1155））  
  

建物全体につい 

ての消防計画  

  
 

防防
火火
管管
理理
技技
能能
者者
選選
任任
届届
出出
書書  

⇒⇒自自己己のの管管理理権権原原がが及及ぶぶ範範囲囲のの防防火火((防防災災))管管理理上上のの最最終終責責任任者者  

建物の所有者/事業主/建物の賃借人など 

作作成成  

 

届届出出  

 

  

防火管理者（（pp..33））  

防災管理者（（pp..1122））  
      

⇒⇒防防火火((防防災災))管管理理業業務務のの  

推推進進責責任任者者  

各各管管理理権権原原者者がが選選任任  

業業務務委委託託ににつついいてて（（pp..1111））  

再再講講習習ににつついいてて（（pp..1177））  

 

防火管理技能者 
（（pp..1166））  

 
⇒⇒防防火火管管理理者者及及びび統統括括防防火火  

管管理理者者のの業業務務のの補補助助者者  

当当該該防防火火対対象象物物にに  

勤勤務務ししてていいるる者者をを  

選選任任  

作作成成  

 

  管管理理権権原原者者がが複複数数のの場場合合 

選選任任・・届届出出 

補補助助  

 

指指示示  

 

防防火火管管理理  

業業務務計計画画  
  
  

防火管理業務 
の補助につい 

ての計画  

 

補補助助  

 

指指示示  

 

指指示示  

 

選選任任・・届届出出 選選任任・・届届出出 

※※  

 

※※  

 
※※  

 
※※  

 

※※  該該当当すするる場場合合にに選選任任・・届届出出をを行行いいまますす（（各各制制度度ののペペーージジ参参照照））。。  
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《《防防火火管管理理者者のの責責務務》》（消防法施行令第３条の２一部抜粋） 
  

① ｢防火管理に係る消防計画｣の作成・届出 

② 消火、通報及び避難の訓練を実施 

③ 消防用設備等の点検・整備 

④ 火気の使用又は取扱いに関する監督 

⑤ 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理 

⑥ 収容人員の管理 

⑦ その他防火管理上必要な業務 

⑧ 必要に応じて管理権原者に指示を求め、誠実に職務を遂行する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

防
火
管
理 《《管管理理権権原原者者のの責責務務》》（消防法第８条一部抜粋）  

  
① 防火管理者を選任又は解任し、遅滞なく所轄の消防署長に届け出ること 

② 防火管理者に「防火管理に係る消防計画」を作成させ、防火管理業務が法令の規定及び 

「防火管理に係る消防計画」に従って適正に行われるように指示、監督すること 

消防法上の管理について権原を有する者（管理権原者）とは、

防火対象物について正当な管理権を有し、当該防火対象物の管 

理行為を法律、契約又は慣習上行うべき者をいいます。 

 管理権原者は防防火火管管理理のの最最終終責責任任者者です。管理権原者には、 

次のような責務があります。 

防火管理者は、防火管理業務の推進責任者として、防火管理に関する知識を持ち、

管理的又は監督的な地位にある方でなければなりません。 

防火管理者には、次のような責務があります。 

【【管管理理権権原原のの範範囲囲のの例例】】  

  貸しビルなどで、その所有、管理、占有、契約状況から 

所有者が実質的な影響力を有していない部分（テナント部 

分）は、管理体系上正当な管理権を有する賃借人がその部 

分の管理権原者となります。（右図参照） 

テナント 
(賃貸部分) 

テナント 
(賃貸部分) 

テナント 
(賃貸部分) 

テナント 
(賃貸部分) 

テナント 
(賃貸部分) 

防災センター 

階段 
EV 

所有者が行う防火
管理の範囲(防火対
象物全体にわたる
防火管理) 

テナントが行う
防火管理の範囲
(自己占有部分の
防火管理) 

【【管管理理権権原原者者のの例例】】  

・建物の所有者（所有が法人の場合は、法人の代表取締役など） 

・テナントの賃借人（法人で賃借している場合は、法人の代表取締役など） 

・共同住宅の所有者及び居住者 

 

防防火火管管理理にに役役立立つつ情情報報はは、、東東京京消消防防庁庁ホホーームムペペーージジ  

((事事業業所所のの方方へへ⇒⇒防防火火・・防防災災管管理理⇒⇒防防火火管管理理ポポーータタルルササイイトト))内内にに掲掲載載ししてていいまますす。。 
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※ 上記の①～③は、次ページの用途・規模により、甲種防火管理者又は乙種防火管理者の資格が必要です。 

④～⑨は甲種防火管理者の資格が必要です。 

  

防防火火管管理理者者がが必必要要なな次次のの建建物物でではは、、建建物物のの所所有有者者及及びび全全ててののテテナナンントトでで防防火火管管理理者者のの  

選選任任がが必必要要でですす。。  

※ ①～⑤は消防法第８条、⑥～⑨は火災予防条例第５５条の３に基づきます。 
防
火
管
理 

 

 

防 火 管 理 者 が 必 要 な 防 火 対 象 物 と 資 格 

①①  

火災発生時に自力で避難することが著しく困難な者が入所する社会福祉施設等（消防法施行令別

表第一(６)項ロに掲げる防火対象物の用途）を含む防火対象物のうち、防火対象物全体の収容人員が

10 人以上のもの 

②②  

 劇場･飲食店･店舗･ホテル･病院など不特定多数の人が出入りする用途（特定用途）がある防火

対象物を「特定用途の防火対象物」といい、そのうち、防火対象物全体の収容人員が 30 人以上

のもの（前①を除く。） 

③③  
 共同住宅･学校･工場･倉庫･事務所などの用途（非特定用途）のみがある防火対象物を「非特定

用途の防火対象物」といい、そのうち、防火対象物全体の収容人員が 50 人以上のもの 

④④  
 新築工事中の建築物で、地階を除く階数が１１以上あり、かつ延べ面積が１万㎡以上あるなど

大規模なもので、収容人員が 50 人以上のもののうち、総務省令で定めるもの  
⑤⑤   建造中の旅客船で収容人員が 50 人以上のもののうち、総務省令で定めるもの 

⑥⑥  
 同一敷地内の屋外タンク貯蔵所又は屋内貯蔵所で、その貯蔵する危険物の数量の合計が指定数

量の 1,000 倍以上のもの 
⑦⑦   指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱う防火対象物で、床面積の合計が 1,500 ㎡以上のもの 
⑧⑧   50 台以上の車両を収容する屋内駐車場 
⑨⑨   車両の停車場のうち、地階に乗降場を有するもの 

 

収収容容人人員員のの算算定定方方法法はは、、消消防防法法令令（（消消防防法法施施行行規規則則第第１１条条のの３３））でで用用途途ごごととにに定定めめらられれてていいまますす。。  

用用途途はは、、１１８８ペペーージジのの一一覧覧表表のの用用途途欄欄をを参参照照ししててくくだだささいい。。 
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一一例例をを紹紹介介ししまますす ※※22 以以上上のの用用途途がが入入っったた建建物物はは、、そそれれぞぞれれ算算定定しし、、合合算算ししまますす。。  

 

①従業者の数と、②客席の部分（次のアとイの合計数）を合算 

         ア 固定式のいす席数（長いす式の場合は 0.５ｍごとに割った数）（端数切捨） 

         イ 持ち運び出来るいす席の部分や和室などは３㎡で割った数（端数切捨） 

(例) ①従業者５５人人＋ア(ソファー2.３ｍ÷0.５ｍ≒４４人人)＋イ(和室１３㎡÷３㎡≒４４人人) ＝ 計計１１３３人人 

 

 

飲飲食食店店((３３))項項ロ 

①従業者の数と、②店舗部分（次のアとイの合計数）を合算 

        ア 飲食や休憩する部分は３㎡で割った数（端数切捨） 

        イ 売場などの部分は４㎡で割った数（端数切捨） 

(例) ①従業者５５人人＋ア(休憩スペース１０㎡÷３㎡≒３３人人))＋イ(売場５０㎡÷４㎡≒１１２２人人) ＝ 計計２２００人人 

 

 

 
事事務務所所((１１５５))項項  

 
 

①従業者の数と、②従業者以外の人が使用する部分を３㎡で割った数（端数切捨）を合算  

  (例) ①従業者５５人人＋②（応接室２０㎡÷３㎡≒６６人人） ＝ 計計１１１１人人 

 

 
居住者の数 

共共同同住住宅宅((５５))項項

  

 
 

物物販販販販売売店店舗舗  ((４４))項項  

 
 

そそのの他他のの用用途途のの算算定定方方法法はは、、  

ここちちららをを確確認認ししててくくだだささいい  
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 防火管理者は、防火管理上必要な業務を適切に遂行することができる管理的又は監督的な地位にある方

で、防火管理に関する知識及び技能の専門家としての資格を有していることが必要です。 

 その資格は、防火管理講習※修了者又は防火管理者として必要な学識経験を有すると認められる者（消防

法施行規則第２条に定める者）等に付与されます。 

※ 甲種防火管理者の資格は２日間、乙種防火管理者の資格は１日の講習を修了することで取得できます。 

 
選選任任すするる防防火火対対象象物物（（建建物物））はは、、用用途途やや規規模模にに応応じじてて甲甲種種防防火火対対象象物物とと乙乙種種防防火火対対象象物物

にに分分けけらられれ、、選選任任ででききるる防防火火管管理理者者のの資資格格もも、、甲甲種種とと乙乙種種のの２２種種類類ががあありりまますす。。  

  

テテナナンントトのの防防火火管管理理者者のの資資格格区区分分  

＜＜防防火火管管理理講講習習＞＞  

東東京京消消防防庁庁でではは、、年年間間をを通通じじてて講講習習をを行行っってていいまますす。。詳詳細細はは裏裏表表紙紙のの案案内内ををごご参参照照くくだだささいい。。  

※※注注意意  東東京京消消防防庁庁管管内内でで防防火火管管理理者者ににななるる予予定定のの方方ののみみ受受講講申申請請ででききまますす。。  

＜＜必必要要なな学学識識経経験験をを有有すするるとと認認めめらられれるる者者＞＞  

  安安全全管管理理者者、、防防火火対対象象物物点点検検資資格格者者、、危危険険物物保保安安監監督督者者、、一一級級建建築築士士ななどどでで、、  

一一定定のの条条件件をを満満たたすす方方はは、、講講習習をを受受けけななくくててもも甲甲種種防防火火管管理理者者ととししてて認認めめらられれまますす。。  

詳詳ししくくははここちちららをを確確認認ししててくくだだささいい  

 始始めめにに、、建建物物がが甲甲種種かか乙乙種種ののどどちちららににななるるののかかをを判判断断ししたた後後、、  
建建物物ややテテナナンントトにに必必要要なな防防火火管管理理者者のの資資格格区区分分をを判判断断ししまますす。。 
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 防防火火対対象象物物（（建建物物））のの区区分分とと建建物物のの防防火火管管理理者者のの資資格格区区分分  

用用    途途  

特特定定用用途途のの防防火火対対象象物物  

非非特特定定用用途途のの防防火火対対象象物物  ((６６))項項ロロのの施施設設

がが入入っってていいるる  

防防火火対対象象物物  

左左記記以以外外のの防防火火対対象象物物  

防防火火対対象象物物全全体体のの  

  

１０人以上 ３０人以上 ５０人以上 

すべて ３００㎡以上 ３００㎡未満 ５００㎡以上 ５００㎡未満 

 
 

防防火火対対象象物物区区分分  甲種防火対象物 甲種防火対象物 乙種防火対象物 甲種防火対象物 乙種防火対象物 

       

資資  格格  区区  分分  甲甲種種防防火火管管理理者者  甲甲種種防防火火管管理理者者  
甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者 

甲甲種種防防火火管管理理者者  
甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者 

 

建建物物のの防防火火管管理理者者がが必必要要なな資資格格 

区区    分分  甲甲種種防防火火対対象象物物ののテテナナンントト  
乙乙種種防防火火対対象象物物

ののテテナナンントト  

テテナナンントト部部分分のの

用用 途途  

特  定  用  途 
非特定用途 すべて 

(６)項ロ 左記以外 

テテナナンントト部部分分のの収収

容容人人員員  
１０人以上 １０人未満 ３０人以上 ３０人未満 ５０人以上 ５０人未満 すべて 

 
 

資資 格格 区区 分分  
甲甲種種  

防防火火管管理理者者  
甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

 

テテナナンントトのの  

防防火火管管理理者者がが必必要要なな資資格格 
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 防火管理者の行う業務のうち、特に重要なものは、｢｢防防火火管管理理にに  

係係るる消消防防計計画画」」のの作作成成・・届届出出です。 

「防火管理に係る消防計画」とは、それぞれの防火対象物や 

テナントにおいて、火災が発生しないように、また、万一火災が 

発生した場合に被害を最小限にするため、実態にあった計画を 

あらかじめ定め、職場内の全員に守らせて、実行させるものです。 
 

｢防火管理に係る消防計画」に定める事項は、おおむね以下の 

とおりです。 
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管理権原が分かれている

防火対象物は、管理権原の

及ぶ範囲を文章又は平面図

等により図示し、明確にし

ます。 

○○○○株株式式会会社社  

22FF  

(例)○○株式会社の管理権原の及ぶ範囲 

管管理理権権原原のの  
及及ぶぶ範範囲囲

  

管理権原者には最終的な

防火管理責任があること、 

防火管理者には実施する防

火管理業務の内容及び業務

を遂行する権限があること

を明確にします。 

管管理理権権原原者者及及びび防防火火  
管管理理者者のの業業務務とと権権限限

  

消防計画を作成する上

での根拠法令を明示し、

消防計画に定めた事項が

その事業所に勤務等する

すべての人に適用される

ことを明確にします。 

消消防防計計画画のの  
適適用用範範囲囲

 

  用途、規模に応じた収

容能力を把握し、収容人

員を適正に管理する措置

を講じます。 

 

  教育の対象者の特性等を踏ま

え、防火管理者が実施担当者、 

実施時期を判断し計画的に行い

ます。 

  事業所の規模や業態に応

じた出火危険を把握した上

で、火元責任者等を組織し、

出火防止業務や対策につい

て定めます。 

 
 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 防火管理者は、防火管理上必要な業務を適切に遂行することができる管理的又は監督的な地位にある方

で、防火管理に関する知識及び技能の専門家としての資格を有していることが必要です。 

 その資格は、防火管理講習※修了者又は防火管理者として必要な学識経験を有すると認められる者（消防

法施行規則第２条に定める者）等に付与されます。 

※ 甲種防火管理者の資格は２日間、乙種防火管理者の資格は１日の講習を修了することで取得できます。 

 
選選任任すするる防防火火対対象象物物（（建建物物））はは、、用用途途やや規規模模にに応応じじてて甲甲種種防防火火対対象象物物とと乙乙種種防防火火対対象象物物

にに分分けけらられれ、、選選任任ででききるる防防火火管管理理者者のの資資格格もも、、甲甲種種とと乙乙種種のの２２種種類類ががあありりまますす。。  

  

テテナナンントトのの防防火火管管理理者者のの資資格格区区分分  

＜＜防防火火管管理理講講習習＞＞  

東東京京消消防防庁庁でではは、、年年間間をを通通じじてて講講習習をを行行っってていいまますす。。詳詳細細はは裏裏表表紙紙のの案案内内ををごご参参照照くくだだささいい。。  

※※注注意意  東東京京消消防防庁庁管管内内でで防防火火管管理理者者ににななるる予予定定のの方方ののみみ受受講講申申請請ででききまますす。。  

＜＜必必要要なな学学識識経経験験をを有有すするるとと認認めめらられれるる者者＞＞  

  安安全全管管理理者者、、防防火火対対象象物物点点検検資資格格者者、、危危険険物物保保安安監監督督者者、、一一級級建建築築士士ななどどでで、、  

一一定定のの条条件件をを満満たたすす方方はは、、講講習習をを受受けけななくくててもも甲甲種種防防火火管管理理者者ととししてて認認めめらられれまますす。。  

詳詳ししくくははここちちららをを確確認認ししててくくだだささいい  

 始始めめにに、、建建物物がが甲甲種種かか乙乙種種ののどどちちららににななるるののかかをを判判断断ししたた後後、、  
建建物物ややテテナナンントトにに必必要要なな防防火火管管理理者者のの資資格格区区分分をを判判断断ししまますす。。 
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 防防火火対対象象物物（（建建物物））のの区区分分とと建建物物のの防防火火管管理理者者のの資資格格区区分分  

用用    途途  

特特定定用用途途のの防防火火対対象象物物  

非非特特定定用用途途のの防防火火対対象象物物  ((６６))項項ロロのの施施設設

がが入入っってていいるる  

防防火火対対象象物物  

左左記記以以外外のの防防火火対対象象物物  

防防火火対対象象物物全全体体のの  

  

１０人以上 ３０人以上 ５０人以上 

すべて ３００㎡以上 ３００㎡未満 ５００㎡以上 ５００㎡未満 

 
 

防防火火対対象象物物区区分分  甲種防火対象物 甲種防火対象物 乙種防火対象物 甲種防火対象物 乙種防火対象物 

       

資資  格格  区区  分分  甲甲種種防防火火管管理理者者  甲甲種種防防火火管管理理者者  
甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者 

甲甲種種防防火火管管理理者者  
甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者 

 

建建物物のの防防火火管管理理者者がが必必要要なな資資格格 

区区    分分  甲甲種種防防火火対対象象物物ののテテナナンントト  
乙乙種種防防火火対対象象物物

ののテテナナンントト  

テテナナンントト部部分分のの

用用 途途  

特  定  用  途 
非特定用途 すべて 

(６)項ロ 左記以外 

テテナナンントト部部分分のの収収

容容人人員員  
１０人以上 １０人未満 ３０人以上 ３０人未満 ５０人以上 ５０人未満 すべて 

 
 

資資 格格 区区 分分  
甲甲種種  

防防火火管管理理者者  
甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

甲甲種種又又はは乙乙種種  
防防火火管管理理者者  

 

テテナナンントトのの  

防防火火管管理理者者がが必必要要なな資資格格 
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  工事を行う際の防火安全

対策を樹立します。工事中の

消防計画の届出や工事人に

遵守させることなどを定め

ます。 

  防火管理業務の一部を第

三者に委託する場合、委託

業務の範囲・方法などを明

確にし、適切に業務が推進

されるための業務管理方法

等について定めます。 

  
日常及び定期の自主検査・点検は繰り

返し実施し、結果については、消防計画

に定める自主検査チェック表等に記録し

ます。 

 

 火災等の未然防止のために、防火管理者等が自ら行う自主検査・点検について定めます。 

②自主検査の実施 

 
 不備事項はその場で改修し、点検・検

査結果、改修結果を管理権原者に報告し

ましょう。管理権原者は防火管理業務が

適正に行われるよう指示を出します。 

③不備事項改修・結果報告  
定期的に検査・点検項目を見直し、状

況の変化等により実態に即さなくなった

項目、実効性の乏しい項目等は修正しま

す。 

 

④検査項目の見直し 

 
事業所ごとに異なる火災危険・避難経

路の安全等に着目した検査・点検項目を

定めます。終業時等に行う日常検査、消

防用設備等の定期検査を設定します。 

①検査項目の設定 

  地域特性や周辺の火災状況

を踏まえ、放火防止対策につい

て定めます。過去の火災事例か

ら、トイレ、倉庫、階段室など

人が出入りしない場所を重点と

した対策を講じます。 

  

  防火戸、防火シャッター

等の設備等が、有効に機能

するような管理方法を定め

ます。 

  避難口、廊下、階段、通路な

どの避難施設が有効に機能す

るような管理方法を定めます。 

 避難の障害になる物品は置

かず、置かれていることを発見

した場合は除去します。   

 消防用設備等の法定点検や自主

点検について定めます。一定規模

の建物の法定点検及び整備は、資

格者によることが必要となる場合

があります。 

※特殊消防用設備は「設備等設置維持計画」に定める期間 

法定点検実施時期 

①機器点検 ６カ月ごと 

②総合点検 年１回 
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本 部 隊 

自衛消防隊長の代行者 

自衛消防隊長が不在になる

場合に備えて、代行者を 

複数指定し、優先順位を決

めておきます。 

通報連絡（情報）班 
消防機関への通報 
災害等の発生状況の確認、情報収集 

初 期 消 火 班 
出火場所の確認 
消火器・屋内消火栓等による初期消火 

避難者の誘導 
逃げ遅れの有無の確認 避 難 誘 導 班 

救護所の設置、負傷者に対する応急手当 
在館者の救出及び救護 応 急 救 護 班 

安 全 防 護 班 排煙口・防火戸・防火シャッターの操作 

指示 報告 

自衛消防隊長 

（防火管理者等） 

各班の指揮統制 

消防隊への情報提供 

 

地区隊長 

本部隊（夜間体制） 

初期消火班(夜間) 

通報連絡班(夜間) 
 

避難誘導班(夜間) 
 

応急救護班(夜間) 

安全防護班(夜間) 
 

自衛消防隊長（代行者） 
 

営業時間中に従業員数や勤務体制が大幅に変わる場合 

（少人数で営業する夜間帯等）は、別に編成します。 

(夜間) 

大規模な事業所では、必要に応じて地区隊を 

編成します。 

 

地区隊（テナント等） 

初期消火班(地区) 

通報連絡班(地区) 
 

避難誘導班(地区) 
 

応急救護班(地区) 

安全防護班(地区) 
 

自衛消防の組織 

自衛消防隊を編成し、災害発生時の行動要領等の対策を立て、万一の場合に適切な措置が 

とれるようにしておく必要があります。 

 通常の防火管理体制と異なるため、通常時とは 

別に計画を立て、任務を定めます。 

営業時間外の防火管理体制 

緊急連絡先 防火管理者 ℡○○○○ 

        火元責任者 ℡○○○○ 

          ——通報連絡(情報)班 

 自衛消防隊長—————初期消火班 

（代行者）    ——避難誘導班 

         ——応急救護班 

               休日出勤者等 
 火災発生等の連絡を受けた防火管理者等は、 

直ちに駆け付けられるようにします。 
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  工事を行う際の防火安全

対策を樹立します。工事中の

消防計画の届出や工事人に

遵守させることなどを定め

ます。 

  防火管理業務の一部を第

三者に委託する場合、委託

業務の範囲・方法などを明

確にし、適切に業務が推進

されるための業務管理方法

等について定めます。 

  
日常及び定期の自主検査・点検は繰り

返し実施し、結果については、消防計画

に定める自主検査チェック表等に記録し

ます。 

 

 火災等の未然防止のために、防火管理者等が自ら行う自主検査・点検について定めます。 

②自主検査の実施 

 
 不備事項はその場で改修し、点検・検

査結果、改修結果を管理権原者に報告し

ましょう。管理権原者は防火管理業務が

適正に行われるよう指示を出します。 

③不備事項改修・結果報告  
定期的に検査・点検項目を見直し、状

況の変化等により実態に即さなくなった

項目、実効性の乏しい項目等は修正しま

す。 

 

④検査項目の見直し 

 
事業所ごとに異なる火災危険・避難経

路の安全等に着目した検査・点検項目を

定めます。終業時等に行う日常検査、消

防用設備等の定期検査を設定します。 

①検査項目の設定 

  地域特性や周辺の火災状況

を踏まえ、放火防止対策につい

て定めます。過去の火災事例か

ら、トイレ、倉庫、階段室など

人が出入りしない場所を重点と

した対策を講じます。 

  

  防火戸、防火シャッター

等の設備等が、有効に機能

するような管理方法を定め

ます。 

  避難口、廊下、階段、通路な

どの避難施設が有効に機能す

るような管理方法を定めます。 

 避難の障害になる物品は置

かず、置かれていることを発見

した場合は除去します。   

 消防用設備等の法定点検や自主

点検について定めます。一定規模

の建物の法定点検及び整備は、資

格者によることが必要となる場合

があります。 

※特殊消防用設備は「設備等設置維持計画」に定める期間 

法定点検実施時期 

①機器点検 ６カ月ごと 

②総合点検 年１回 
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訓練種別 
訓練回数 

特定用途の防火対象物※1 地下駅舎※3 非特定用途の防火対象物 

消火訓練 年２回以上 
（事前に消防署への通知が 

義務付けられています。）※2 

消防計画に  

定めた回数 避難訓練 

通報訓練 消防計画に定めた回数 
 
※1 消防法施行規則第 3 条第 10 項  
※2 消防法施行規則第 3 条第 11 項 
※3 火災予防条例第 50 条の 3 第 4 項 

 

火災、地震その他の災害が発生した場合の初期消火、通報連絡、避難誘導、救出・

救護、消防隊への情報提供その他の自衛消防活動を効果的に行うための訓練につい

て定めます。 

自自衛衛消消防防訓訓練練のの定定期期的的なな実実施施  

 

 地震、大雨、風水害、大規模テロ等に伴う災害、防火対象物内で

の受傷事故等が発生した場合に、人的、物的被害を最小限にとどめ

るための対策を講じます。 
 
風風水水害害対対策策  

台風や局地的な大雨による浸水等の被害に備え、ハザードマップ等に

より危険実態を把握します。 

浸水の危険がある場合は、止水板や土のう等を準備します。 

大大規規模模テテロロ等等にに伴伴うう災災害害対対策策  

大規模テロ等に係る警報等が発令された場合等の自衛消防活動要領を 

定めます。 

防防火火対対象象物物内内ででのの受受傷傷事事故故対対策策  

受傷者又は急病人の救命処置を主眼とした活動を行います。 

地地震震、、大大雨雨等等のの発発生生時時のの自自衛衛消消防防対対策策  

  

 

  
 

法令に定める各種届出等に関し、届出種別、届出時期などを記載します。 

主な届出等には以下のものがあります。 

① 防火・防災管理者選任(解任)届出      ⑥ 消防用設備等点検結果報告 

② 消防計画作成(変更)届出          ⑦ 防火対象物点検結果報告 

③ 統括防火・防災管理者選任(解任)届出    ⑧ 工事中の消防計画届出 

④ 全体についての消防計画作成(変更)届出   ⑨ 禁止行為の解除承認申請 

⑤ 自衛消防訓練通知書                       など 

消消防防機機関関ととのの連連絡絡等等  

「「ネネッットトでで自自衛衛消消防防訓訓練練」」はは、、自自衛衛消消防防隊隊のの基基本本的的なな活活動動やや消消防防

用用設設備備等等のの使使いい方方、、地地震震発発生生時時のの対対応応をを学学べべるる動動画画ココンンテテンンツツでですす。。  

「「リリモモーートトワワーーククななどどのの業業務務のの都都合合でで、、計計画画ししたた訓訓練練日日にに参参加加でで

ききなないい……」」ななどど、、様様々々なな理理由由にによよりり、、全全員員がが集集合合ししてて行行うう訓訓練練をを実実施施

すするるここととがが難難ししいい場場合合はは、、「「ネネッットトでで自自衛衛消消防防訓訓練練」」をを併併用用しし訓訓練練をを

実実施施ししままししょょうう！！  

  

届出 
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 東京都震災対策条例に基づき定めなければならない事業所防災計画を、消防計画の中

に盛り込みます。 

 

震災に備えての事前計画 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

震災時の活動計画    

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

施設再開までの復旧計画 
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従業員が施設内に待機する 
ために、３日分の飲料水、 
食糧、その他必要な物資を 
備蓄します。 
 

震災対策 

 

家具類の固定 救出、救護等の資器材

及び非常用物品の準備 

救助活動・救護活動

 
周辺地域への協力等 帰宅困難者対策 

インフラ途絶時の対策

 
二次災害の発生防止等 被害状況の把握等 

 
事業所防災計画の作成要領や震災対策のポイントにつ

いて解説しておりますので、計画作成時の参考にしてく

ださい。 

 

職場の地震対策職場の地震対策
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訓練種別 
訓練回数 

特定用途の防火対象物※1 地下駅舎※3 非特定用途の防火対象物 

消火訓練 年２回以上 
（事前に消防署への通知が 

義務付けられています。）※2 

消防計画に  

定めた回数 避難訓練 

通報訓練 消防計画に定めた回数 
 
※1 消防法施行規則第 3 条第 10 項  
※2 消防法施行規則第 3 条第 11 項 
※3 火災予防条例第 50 条の 3 第 4 項 

 

火災、地震その他の災害が発生した場合の初期消火、通報連絡、避難誘導、救出・

救護、消防隊への情報提供その他の自衛消防活動を効果的に行うための訓練につい

て定めます。 

自自衛衛消消防防訓訓練練のの定定期期的的なな実実施施  

 

 地震、大雨、風水害、大規模テロ等に伴う災害、防火対象物内で

の受傷事故等が発生した場合に、人的、物的被害を最小限にとどめ

るための対策を講じます。 
 
風風水水害害対対策策  

台風や局地的な大雨による浸水等の被害に備え、ハザードマップ等に

より危険実態を把握します。 

浸水の危険がある場合は、止水板や土のう等を準備します。 

大大規規模模テテロロ等等にに伴伴うう災災害害対対策策  

大規模テロ等に係る警報等が発令された場合等の自衛消防活動要領を 

定めます。 

防防火火対対象象物物内内ででのの受受傷傷事事故故対対策策  

受傷者又は急病人の救命処置を主眼とした活動を行います。 

地地震震、、大大雨雨等等のの発発生生時時のの自自衛衛消消防防対対策策  

  

 

  
 

法令に定める各種届出等に関し、届出種別、届出時期などを記載します。 

主な届出等には以下のものがあります。 

① 防火・防災管理者選任(解任)届出      ⑥ 消防用設備等点検結果報告 

② 消防計画作成(変更)届出          ⑦ 防火対象物点検結果報告 

③ 統括防火・防災管理者選任(解任)届出    ⑧ 工事中の消防計画届出 

④ 全体についての消防計画作成(変更)届出   ⑨ 禁止行為の解除承認申請 

⑤ 自衛消防訓練通知書                       など 

消消防防機機関関ととのの連連絡絡等等  

「「ネネッットトでで自自衛衛消消防防訓訓練練」」はは、、自自衛衛消消防防隊隊のの基基本本的的なな活活動動やや消消防防

用用設設備備等等のの使使いい方方、、地地震震発発生生時時のの対対応応をを学学べべるる動動画画ココンンテテンンツツでですす。。  

「「リリモモーートトワワーーククななどどのの業業務務のの都都合合でで、、計計画画ししたた訓訓練練日日にに参参加加でで

ききなないい……」」ななどど、、様様々々なな理理由由にによよりり、、全全員員がが集集合合ししてて行行うう訓訓練練をを実実施施

すするるここととがが難難ししいい場場合合はは、、「「ネネッットトでで自自衛衛消消防防訓訓練練」」をを併併用用しし訓訓練練をを

実実施施ししままししょょうう！！  

  

届出 
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防 火 管 理 者 の業 務 の委 託 について 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
     
  

  
      
  

 
 防火管理者の業務の委託は、消防署長が認める場合に限り 

行うことができます。委託を検討している場合は、防火管理 

者の選任の届出を行う前に、管轄消防署へ確認してください。 

なお、防火管理者の業務を委託した場合も、最終的な防火管理の 

責任は、管理権原者が負うことになります。また、防火・防災管理者 

選任（解任）届出書の「届出者」も管理権原者です。 

 

 

防火管理者は、「防火対象物は自らが守る」という防火管理の本旨に基づき、「防火管理上

必要な業務を適切に遂行することができる管理的又は監督的な地位にある者」であることが

原則ですが、次の１及び２に該当し、かつ、３及び４の要件を満たす場合に限り、例外的に

防火管理者の業務を委託することができます。 

 

４４  防防火火管管理理者者のの業業務務をを補補佐佐すするる者者((防防火火担担当当責責任任者者))がが指指定定さされれてていいるるこことと。。  
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※ 防災管理者が該当する場合、防災管理者と防火管理者は同一の者でなければならないため、防

火管理者の業務を委託する場合は、防災管理者の業務も委託することになります。 

１１  次次のの①①～～④④ののいいずずれれかか※※にに該該当当ししてていいるるこことと。。  

① 共同住宅又は複合用途の共同住宅部分  

②   複数の防火対象物の管理権原者が同一である場合の当該防火対象物  

③ 

  次のいずれかに該当する場合  

ア   火災発生時に自力で避難することが著しく困難な者が入所する社会福祉施設等（消防

法施行令別表第一(６)項ロ）で収容人員 10 人未満のテナント  

イ   前アを除く特定用途（劇場・飲食店・店舗・ホテル・病院など不特定多数の人が出入

りする用途）で収容人員 30 人未満のテナント  

ウ   非特定用途（学校・工場・倉庫・事務所などの用途）で収容人員 50 人未満のテナント   

④   特定資産又は不動産特定共同事業契約に係る不動産に該当する防火対象物  

※消防法施行令第３条第２項、消防法施行規則第２条の２ 

 

２２  管管理理的的又又はは監監督督的的なな地地位位ににああるる者者ののいいずずれれももがが、、次次ののいいずずれれかかのの事事由由にによよりり防防火火

管管理理上上必必要要なな業業務務をを適適切切にに遂遂行行すするるここととががででききなないいこことと。。  

① 東京消防庁管外に勤務している。 ④ 従業員がいない又は極めて少ない。 

② 身体的な事由（高齢・病気等）がある。。  ⑤ その他消防署長が認める事由がある。 

③ 日本語が不自由である。 

  

  ３３  委委託託さされれるる防防火火管管理理者者がが次次のの要要件件※※ををすすべべてて満満たたししてていいるるこことと。。  

① 管理権原者から必要な権限の付与が行われている。  

② 
管理権原者から「防火管理上必要な業務の内容」を明らかにした文書を交付されており、

十分な知識を有している。  

③ 
  管理権原者から防火管理上必要な事項について説明を受けており、十分な知識を有して

いる。  

 ※消防法施行規則第２条の２第２項 

委託した場合も、 

最終的な責任は 

管理権原者 
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対象用途の床面積を
合算し、１万㎡以上

対象用途の床面積を
合算し、２万㎡以上

対象用途の床面積を
合算し、５万㎡以上

対象用途が
１１階以上に存在

対象用途が
５階以上１０階以下に存在

対象用途が
４階以下に存在

は、対象用途部分

火災以外の災害（地震や毒性物質の発散等）による被害の軽減のために、大規模な

防火対象物の管理権原者に対して、防災管理者の選任、防災管理に係る消防計画の

作成など必要な業務を行わせるものです。 

防
災
管
理 

-1２- 

建築物その他の工作物（防火管理が義務となる防火対象物に限る。）で、以下のいずれ

かに該当するものが対象です。 

なお、防災管理者が必要な場合は、全てのテナントで防災管理者の選任が必要です。 

 
１１  消消防防法法施施行行令令別別表表第第一一((１１))項項かからら((４４))項項ままでで、、((５５))項項イイ、、((６６))項項かからら((1122))項項ままでで、、((1133))項項イイ、、  

((1155))項項及及びび((1177))項項（（以以下下「「対対象象用用途途」」とといいうう。。））にに掲掲げげるる防防火火対対象象物物  

  
      

  

  

  

  

  

２２  消消防防法法施施行行令令別別表表第第一一((1166))項項にに掲掲げげるる防防火火対対象象物物でで、、対対象象用用途途をを含含むむもものの  

  

① 対象用途が１１階以上にあり、 

対象用途の床面積の合計が１万㎡以上 

 

② 対象用途が５階以上 10 階以下にあり、 

対象用途の床面積の合計が２万㎡以上 

 

③ 対象用途が４階以下にあり、 

対象用途の床面積の合計が５万㎡以上 
 

  

  

③③  消消防防法法施施行行令令別別表表第第一一((1166 のの２２))項項にに掲掲げげるる防防火火対対象象物物でで、、延延べべ面面積積がが 11,,000000 ㎡㎡以以上上ののもものの  

  
  

1111 階階以以上上  

11 万万㎡㎡以以上上  

地階を除く階

数が 11 階以上

で、延べ面積 

1万㎡以上 55 階階以以上上 1100 階階以以下下  

22 万万㎡㎡以以上上  

地階を除く階数

が 5階以上 10階

以下で、延べ面

積 2万㎡以上 
44 階階以以下下  

55 万万㎡㎡以以上上  

地階を除く階

数が 4 階以下

で、延べ面積 

5万㎡以上 

防 災 管 理 制 度 に つ い て 

  防災管理者は、管理的又は監督的な地位にある者で、甲種防火管理講習及び防災管理講習を 

修了した者（又は防災管理者として必要な学識経験を有すると認められる者）であることが 

必要です。 

また、防火管理業務と一体的に業務を行う必要があることから、防災管理者は、防火管理者と 

同一の者を選任します。 

  

《《防防災災管管理理者者のの責責務務》》 

① 「防災管理に係る消防計画」の作成・届出 

② 防災管理に係る避難の訓練を年１回以上実施 

③ その他防災管理上必要な業務 

④ 必要に応じて管理権原者に指示を求め、誠実に職務を遂行する 

防 火 管 理 者 の業 務 の委 託 について 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
     
  

  
      
  

 
 防火管理者の業務の委託は、消防署長が認める場合に限り 

行うことができます。委託を検討している場合は、防火管理 

者の選任の届出を行う前に、管轄消防署へ確認してください。 

なお、防火管理者の業務を委託した場合も、最終的な防火管理の 

責任は、管理権原者が負うことになります。また、防火・防災管理者 

選任（解任）届出書の「届出者」も管理権原者です。 

 

 

防火管理者は、「防火対象物は自らが守る」という防火管理の本旨に基づき、「防火管理上

必要な業務を適切に遂行することができる管理的又は監督的な地位にある者」であることが

原則ですが、次の１及び２に該当し、かつ、３及び４の要件を満たす場合に限り、例外的に

防火管理者の業務を委託することができます。 

 

４４  防防火火管管理理者者のの業業務務をを補補佐佐すするる者者((防防火火担担当当責責任任者者))がが指指定定さされれてていいるるこことと。。  
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※ 防災管理者が該当する場合、防災管理者と防火管理者は同一の者でなければならないため、防

火管理者の業務を委託する場合は、防災管理者の業務も委託することになります。 

１１  次次のの①①～～④④ののいいずずれれかか※※にに該該当当ししてていいるるこことと。。  

① 共同住宅又は複合用途の共同住宅部分  

②   複数の防火対象物の管理権原者が同一である場合の当該防火対象物  

③ 

  次のいずれかに該当する場合  

ア   火災発生時に自力で避難することが著しく困難な者が入所する社会福祉施設等（消防

法施行令別表第一(６)項ロ）で収容人員 10 人未満のテナント  

イ   前アを除く特定用途（劇場・飲食店・店舗・ホテル・病院など不特定多数の人が出入

りする用途）で収容人員 30 人未満のテナント  

ウ   非特定用途（学校・工場・倉庫・事務所などの用途）で収容人員 50 人未満のテナント   

④   特定資産又は不動産特定共同事業契約に係る不動産に該当する防火対象物  

※消防法施行令第３条第２項、消防法施行規則第２条の２ 

 

２２  管管理理的的又又はは監監督督的的なな地地位位ににああるる者者ののいいずずれれももがが、、次次ののいいずずれれかかのの事事由由にによよりり防防火火

管管理理上上必必要要なな業業務務をを適適切切にに遂遂行行すするるここととががででききなないいこことと。。  

① 東京消防庁管外に勤務している。 ④ 従業員がいない又は極めて少ない。 

② 身体的な事由（高齢・病気等）がある。。  ⑤ その他消防署長が認める事由がある。 

③ 日本語が不自由である。 

  

  ３３  委委託託さされれるる防防火火管管理理者者がが次次のの要要件件※※ををすすべべてて満満たたししてていいるるこことと。。  

① 管理権原者から必要な権限の付与が行われている。  

② 
管理権原者から「防火管理上必要な業務の内容」を明らかにした文書を交付されており、

十分な知識を有している。  

③ 
  管理権原者から防火管理上必要な事項について説明を受けており、十分な知識を有して

いる。  

 ※消防法施行規則第２条の２第２項 

委託した場合も、 

最終的な責任は 

管理権原者 
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  自衛消防組織の設置が必要な防火対象物は、防災管理者が必要な防火対象物（12 ペ

ージ）と同じですが、防火対象物が複合用途の場合は、消防法施行令別表第一(１)項か

ら(４)項まで、(５)項イ、(６)項から(12)項まで、(13)項イ、(15)項及び(17)項の部分

に設置義務があります。 

 

火災及び地震等の災害時に初期活動や応急対策を円滑に行い、建築物の利用者の安全

を確保するため、大規模な防火対象物の管理権原者に、資格者等により編成される「自

衛消防組織」を設置させるものです。 

 

自
衛
消
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自自衛衛消消防防組組織織ととはは  

自衛消防組織・自衛消防活動中核要員について 

自自衛衛消消防防組組織織のの編編成成とと資資格格ににつついいてて

自衛消防組織を指揮する統括管理者となるための主な資格として、自衛消防業務講習 

の修了者（東京都では、防災センター要員講習と併催）や、消防団員で管理的又は監督

的な職（班長以上）に３年以上あった者などがあります。 

自衛消防組織では、「本部隊」（統括管理者の直近下位の内部組織）及び必要に応じ 

て「地区隊」を編成します。本部隊の初期消火班・通報連絡班・避難誘導班・応急救護 

班の各班を統括する班長を告示班長といい、自衛消防業務講習の受講等が必要です。 

自衛消防組織を設置又は変更した場合は、「自衛消防組織設置（変更）届出書」の届 

出が必要です。また、自衛消防組織が行う業務に関する事項は、消防計画に定めます。 

自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員ととはは  

人的な危険性が高い一定規模以上の建物等において、火災・地震等の災害が発生した

ときに自衛消防活動の中心として各種の活動を行う隊員をいいます。 

自衛消防活動中核要員になるためには、専門的な知識と高度な技術を有する「自衛消

防技術認定証」の取得が必要です。自衛消防技術試験に合格することで、交付を受ける

ことができます。 

自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員のの配配置置ににつついいてて  

一定規模以上の防火対象物の管理権原者は、自衛消防活動中核要員を火災予防条例の

規定に基づき算定した必要人数、配置する義務があります。配置が必要な防火対象物は、

18 ページ「主な防火・防災管理関係義務一覧表」をご覧ください。 

 

：自衛消防活動中核要員（必要人数５人の場合） 

  

地区隊長 

 初期消火班 

 通報連絡班 

 避難誘導班 

 応急救護班 

初期消火班 避難誘導班 

通報連絡班 応急救護班 

班班員員  告告示示  
班班長長  

※班員はおおむね２名以上を指定  

自自衛衛消消防防組組織織のの編編成成及及びび自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員のの配配置置例例  

統統括括管管理理者者  

告告示示  
班班長長  班班員員  

告告示示  
班班長長  

班班員員  

告告示示  
班班長長  班班員員  

本本部部隊隊  地地区区隊隊  
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次のいずれかに該当する防火対象物で、管理について権原が分かれている※もの  

① 高層建築物（高さ 31ｍを超える建築物） 

② 避難困難施設（消防法施行令別表第一(６)項ロの施設）が入っている防火対象物のう

ち、地階を除く階数が３以上で、かつ、収容人員が 10 人以上のもの 

③ 特定用途の防火対象物のうち、地階を除く階数が３以上で、かつ、収容人員が 30 人

以上のもの（消防法施行令別表第一(６)項ロの施設を含む防火対象物を除く。） 

④ 非特定用途の複合用途の防火対象物のうち、地階を除く階数が５以上で、かつ、収容

人員が 50 人以上のもの 

⑤ 地下街のうち消防長又は消防署長が指定するもの   

⑥ 準地下街          ※ 共同住宅は管理について権原が分かれているものとして扱われます。 

 

複数の管理権原者で構成される高層建築物、地下街、複合用途の建物等では、建物全体で相

互協力する体制がないと、火災の時に混乱を招いたり、避難上の問題を生じ、大惨事に至るこ

とがあります。 

統括防火管理制度は、建物全体の一体的な防火管理を行うために建物の 

全ての管理権原者が協議して、建物全体についての防火管理上必要な業務 

を統括する統括防火管理者を選任し、全体についての消防計画を定め、こ 

れに基づく建物全体の訓練・防火管理上必要な業務を行うものです。 

＜＜統統括括防防火火管管理理者者のの資資格格をを有有すするる者者ででああるるたためめのの要要件件＞＞  

防火管理者と同様に防火管理講習修了者等の資格を有している者※で、防火対象物全体に

ついての防火管理上必要な業務を適切に行うために必要な権限及び知識を有するものとし

て、以下の要件を満たすものです。 

 

 

 

   
※ 必要な資格区分は、５ページ「防火管理者の資格＜防火対象物（建物）の区分と建物の防火管理者の資格区分＞」を

ご参照ください。 

＜＜統統括括防防火火管管理理者者のの責責務務＞＞  
① 「全体についての消防計画」の作成・届出 
② 「全体についての消防計画」に基づく、消火、通報及び避難の訓練の実施 
③  防火対象物の廊下、階段、避難口その他の避難上必要な施設等の管理 
④  必要に応じて管理権原者に指示を求め、誠実に職務を遂行する 

＜＜統統括括防防火火管管理理者者のの指指示示権権＞＞  

統括防火管理者は、統括防火管理の業務上必要があると認めるときは、各防火
管理者に対して必要な指示をすることができます。  

① 管理権原者から防火管理上必要な権限が付与されていること 

② 管理権原者から必要な業務の内容の説明を受けており、かつ、十分な知識を有していること 

③ 管理権原者から防火対象物の位置、構造、設備の状況等の事項について説明を受けており、

かつ、当該事項について十分な知識を有していること 
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  自衛消防組織の設置が必要な防火対象物は、防災管理者が必要な防火対象物（12 ペ

ージ）と同じですが、防火対象物が複合用途の場合は、消防法施行令別表第一(１)項か

ら(４)項まで、(５)項イ、(６)項から(12)項まで、(13)項イ、(15)項及び(17)項の部分

に設置義務があります。 

 

火災及び地震等の災害時に初期活動や応急対策を円滑に行い、建築物の利用者の安全

を確保するため、大規模な防火対象物の管理権原者に、資格者等により編成される「自

衛消防組織」を設置させるものです。 
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自自衛衛消消防防組組織織ととはは  

自衛消防組織・自衛消防活動中核要員について 

自自衛衛消消防防組組織織のの編編成成とと資資格格ににつついいてて

自衛消防組織を指揮する統括管理者となるための主な資格として、自衛消防業務講習 

の修了者（東京都では、防災センター要員講習と併催）や、消防団員で管理的又は監督

的な職（班長以上）に３年以上あった者などがあります。 

自衛消防組織では、「本部隊」（統括管理者の直近下位の内部組織）及び必要に応じ 

て「地区隊」を編成します。本部隊の初期消火班・通報連絡班・避難誘導班・応急救護 

班の各班を統括する班長を告示班長といい、自衛消防業務講習の受講等が必要です。 

自衛消防組織を設置又は変更した場合は、「自衛消防組織設置（変更）届出書」の届 

出が必要です。また、自衛消防組織が行う業務に関する事項は、消防計画に定めます。 

自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員ととはは  

人的な危険性が高い一定規模以上の建物等において、火災・地震等の災害が発生した

ときに自衛消防活動の中心として各種の活動を行う隊員をいいます。 

自衛消防活動中核要員になるためには、専門的な知識と高度な技術を有する「自衛消

防技術認定証」の取得が必要です。自衛消防技術試験に合格することで、交付を受ける

ことができます。 

自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員のの配配置置ににつついいてて  

一定規模以上の防火対象物の管理権原者は、自衛消防活動中核要員を火災予防条例の

規定に基づき算定した必要人数、配置する義務があります。配置が必要な防火対象物は、

18 ページ「主な防火・防災管理関係義務一覧表」をご覧ください。 

 

：自衛消防活動中核要員（必要人数５人の場合） 

  

地区隊長 

 初期消火班 

 通報連絡班 

 避難誘導班 

 応急救護班 

初期消火班 避難誘導班 

通報連絡班 応急救護班 

班班員員  告告示示  
班班長長  

※班員はおおむね２名以上を指定  

自自衛衛消消防防組組織織のの編編成成及及びび自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員のの配配置置例例  

統統括括管管理理者者  

告告示示  
班班長長  班班員員  

告告示示  
班班長長  

班班員員  

告告示示  
班班長長  班班員員  

本本部部隊隊  地地区区隊隊  
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防災管理者が必要な防火対象物で、管理について権原が分かれている場合は、全ての管

理権原者が協議して、統括防災管理者を選任し、全体についての防災管理に係る消防計画

を定め、それに基づく建物全体の避難訓練・防災管理上必要な業務を行う必要がありま

す。（「防災管理者が必要な防火対象物」については、12 ページをご覧ください。） 
 

※ 統括防火管理制度も該当する場合は、統括防災管理者と統括防火管理者は、同一の者

を選任し、一体的な管理を行います。 

消防計画は、防火管理が義務となる防火対象物及び各テナントの防火管理者が作

成します。しかし、統括防火管理者の選任が義務となる防火対象物では、管理権原

の及ぶ範囲が不明確であったり、自衛消防訓練も部分的なものに留まりがちです。 

このため、「全体についての消防計画」では、管理権原の範囲を明確にし、防火

対象物全体の総合的な訓練の実施などを定めることを義務付けています。 
  
「全体についての消防計画」に定める事項は、以下のとおりです。 

 ① 防火対象物の管理権原者の当該権原の範囲 

② 防火対象物の全体についての防火管理上必要な業務を一部委託した場合、受託者の氏名、住所、

受託者の行う防火対象物の全体についての防火管理業務の範囲・方法 

③ 防火対象物の全体についての消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練その他防火対象物の 

全体についての防火管理上必要な訓練の定期的な実施 

④ 廊下、階段、避難口、安全区画、防煙区画その他の避難施設の維持管理及びその案内 

⑤ 火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導 

⑥ 火災の際の消防隊に対する当該防火対象物の構造その他必要な情報の提供及び消防隊の誘導 

⑦ 上記に掲げるもののほか、防火対象物の全体についての防火管理に関し必要な事項 

※ 各防火管理者の作成する消防計画は「全体についての消防計画」に適合させなければなりません。 

 

 統括防火（防災）管理の届出等は、東京消防庁公式ホームページ（事業所の方へ⇒ 

防火・防災管理⇒統括防火防災管理者制度について）を参照してください。 

管管理理のの権権原原をを有有すするる者者のの当当該該権権原原のの範範囲囲 

管理権原の範囲 

① Ａ建物株式会社 

② Ｂ商事株式会社 

③ 株式会社Ｃ食品 

④ Ｄ不動産株式会社 

⑤ Ｅ金属株式会社 

⑥ 株式会社 F事務所 
 

①①  

②②  ③③  

④④  

⑥⑥  ⑤⑤  
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大規模な建物では、消防・防災システムの高度化、建築設計の複雑化、新技術の採

用などにより、防火管理業務の増大と複雑化が進んでいます。 

このことから、防火管理の実効性を確保するため、防火管理者や統括防火管理者の

業務を補助する防火管理技能者を配置することを義務付ける制度です。 

防火管理技能者は、防火管理技能講習を修了し、原則として、その建物に勤務して

いる必要があります。 

 

防火管理者の選任の義務があり、以下のいずれかに該当するものが対象です。 

１ 特定用途の防火対象物（小特対象物※を除く。）で 

① 地階を除く階数が 11 以上で延べ面積が１万㎡以上のもの 

② 地階を除く階数が５以上で延べ面積が２万㎡以上のもの（①を除く。） 

２ 地下街で延べ面積が１万㎡以上のもの 

３ 非特定用途の防火対象物及び小特対象物※で 

① 地階を除く階数が 15 以上で延べ面積が３万㎡以上のもの 

② 地階を除く階数が 11 以上で延べ面積が１万㎡以上のもののうち防災センターが設置

されているもの（①を除く。） 

４ 上記１から３に掲げる防火対象物以外の防火対象物で、延べ面積が５万㎡以上のもの 

 

※「小特対象物」とは、消防法施行規則第１３条第１項第２号に定める「小規模特定用途複合

防火対象物」のことで、特定用途の複合用途防火対象物のうち、特定用途に供される部分

の床面積の合計が延べ面積の１０％以下かつ３００㎡未満のものをいいます。 
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《《防防火火管管理理技技能能者者のの責責務務》》 

① 防火管理業務計画の作成・届出 

② 防火管理業務計画に基づき、防火管理業務の補助の実施記録を作成し保管をする 

③ 防火管理者や統括防火管理者の指示を受け、計画に従い防火管理業務の補助を行う 

④ 一定期間ごとに防火管理技能再講習を受講する 

⑤ 誠実に職務を遂行する 

 

複雑化 
高度化 

専門化 

防火管理者 

統括防火管理者 
防火管理技能者 

 
 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-1５- 

防災管理者が必要な防火対象物で、管理について権原が分かれている場合は、全ての管

理権原者が協議して、統括防災管理者を選任し、全体についての防災管理に係る消防計画

を定め、それに基づく建物全体の避難訓練・防災管理上必要な業務を行う必要がありま

す。（「防災管理者が必要な防火対象物」については、12 ページをご覧ください。） 
 

※ 統括防火管理制度も該当する場合は、統括防災管理者と統括防火管理者は、同一の者

を選任し、一体的な管理を行います。 

消防計画は、防火管理が義務となる防火対象物及び各テナントの防火管理者が作

成します。しかし、統括防火管理者の選任が義務となる防火対象物では、管理権原

の及ぶ範囲が不明確であったり、自衛消防訓練も部分的なものに留まりがちです。 

このため、「全体についての消防計画」では、管理権原の範囲を明確にし、防火

対象物全体の総合的な訓練の実施などを定めることを義務付けています。 
  
「全体についての消防計画」に定める事項は、以下のとおりです。 

 ① 防火対象物の管理権原者の当該権原の範囲 

② 防火対象物の全体についての防火管理上必要な業務を一部委託した場合、受託者の氏名、住所、

受託者の行う防火対象物の全体についての防火管理業務の範囲・方法 

③ 防火対象物の全体についての消防計画に基づく消火、通報及び避難の訓練その他防火対象物の 

全体についての防火管理上必要な訓練の定期的な実施 

④ 廊下、階段、避難口、安全区画、防煙区画その他の避難施設の維持管理及びその案内 

⑤ 火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導 

⑥ 火災の際の消防隊に対する当該防火対象物の構造その他必要な情報の提供及び消防隊の誘導 

⑦ 上記に掲げるもののほか、防火対象物の全体についての防火管理に関し必要な事項 

※ 各防火管理者の作成する消防計画は「全体についての消防計画」に適合させなければなりません。 

 

 統括防火（防災）管理の届出等は、東京消防庁公式ホームページ（事業所の方へ⇒ 

防火・防災管理⇒統括防火防災管理者制度について）を参照してください。 

管管理理のの権権原原をを有有すするる者者のの当当該該権権原原のの範範囲囲 

管理権原の範囲 

① Ａ建物株式会社 

② Ｂ商事株式会社 

③ 株式会社Ｃ食品 

④ Ｄ不動産株式会社 

⑤ Ｅ金属株式会社 

⑥ 株式会社 F事務所 
 

①①  

②②  ③③  

④④  

⑥⑥  ⑤⑤  

  

統
括
防
火
管
理 
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 防災管理者及び一定規模以上の防火対象物や事業所の防火管理者は、再講習を 

受講することが義務付けられています。 
※講習以外で資格を取得した方については受講の義務はありません。  

 

再
講
習 

甲種防火管理再講習・防災管理再講習について

 

ＱＱ 再再講講習習をを受受講講ししなないいとと、、甲甲種種防防火火管管理理講講習習修修了了証証やや防防災災管管理理講講習習修修了了証証はは失失効効ししててししままいいまますすかか？？ 

Ａ 修了証は失効しませんが、防火管理者や防災管理者が選選任任さされれてていいなないいものと取り扱われます。 

受講期限を確認し、期限内に必ず受講してください。 
 
ＱＱ 甲甲種種防防火火管管理理講講習習修修了了証証とと防防災災管管理理講講習習修修了了証証をを保保有有ししてていいまますす。。甲甲種種防防火火管管理理再再講講習習のの受受講講がが必必要要

ととななるる場場合合、、防防災災管管理理再再講講習習もも受受講講すするる必必要要ががあありりまますすかか？？    
Ａ 防災管理講習修了証を保有していても、防災管理再講習の受講義務がない場合は受講する必要はあり

ません。ご質問の場合は、甲種防火管理再講習を受講してください。 

※ 再講習の受講後は、パターン２のサイクルで再講習を受講してください。 

※ 甲種防火管理講習と防災管理講習を別々に受講した方は、受講期限が延長される場合があります。 

いいいいええ  

ははいい  

 防火・防災管理再講習※ 

（甲種防火管理再講習と防災管理再

講習を併せて実施する講習） 
を受講してください 

ははいい  

 

① 特定用途の防火対象物で、防火対象物全体の 

収容人員が 300 人以上の甲種防火対象物 
  

② 甲種防火管理者の選任が義務となるテナント※ 

                
※防火管理者の資格（５ページ）参照 

 

いいいいええ  

再講習の受講義務なし 
甲種防火管理再講習 

を受講してください  

-1７- 

条  件：講習の修了日と防火・防災管理者の選任日の間が４４年年をを超超ええるる場合 

受講期限：選選任任日日かからら１１年年以以内内に受講 
 
（例）2020 年 10 月１日に講習を修了し、2025 年 6 月 1 日に選任 

  ⇒ 受講期限：2026 年５月 31 日 

パパタターーンン１１  

 受受講講義義務務とと再再講講習習のの種種別別  

※東京消防庁で実施する講習を受講する場合 
 

防防災災管管理理者者にに  

選選任任さされれてていいるる 

 
次次のの防防火火対対象象物物でで防防火火管管理理者者にに選選任任さされれてていいるる  

 再再講講習習のの受受講講期期限限  

 

よよくくああるる質質問問 

 「講習の修了日（受講した日）」と「防火・防災管理者の選任日」によって、 

以下のどちらかが受講期限となります。 

条  件：講習の修了日と防火・防災管理者の選任日の間が４４年年以以内内の場合 

受講期限：講習修了日以後の最最初初のの４４月月１１日日かからら５５年年以以内内に受講 
 
（例）2021 年 10 月１日に講習を修了し、2025 年６月１日に選任 

  ⇒ 受講期限：2027 年 3 月 31 日 （2022 年４月１日から５年以内） 

パパタターーンン２２  

（防火対象物の防火管理者は①、テナントの防火管理者は①及び②） 

-17- -18-
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消防法及び火災予防条例を根拠として、防火管理者、統括防火管理者、防火管理技能者、防災センター要員、自衛消防活動中核要員など

のソフト面の対策が、用途や規模によって義務付けられています。用途に応じてそれぞれ義務となる、面積、収容人員（防火対象物に出入

し、勤務し、又は居住する者の数で、算定方法は消防法施行規則第 1 条の 3 に規定されています。）などは以下のとおりです。 

該該当当すするるかか否否かかはは、、テテナナンントトごごととででははななくく、、建建物物全全体体でで判判断断ししまますす。。 

※    は特特定定用用途途、、        は非非特特定定用用途途です。 

※ 青青字字の内容は、平成２８年４月１日に施行されました。「小特対象物」とは、消防法施行規則第１３条第１項第２号に定める「小規模特定用   

途複合防火対象物」のことで、特定用途の複合用途防火対象物のうち、特定用途に供される部分の床面積の合計が延べ面積の１０％以下かつ

３００㎡未満のものをいいます。 

※ (16 の３)項 準地下街については、管理権原が分かれる場合、統括防火管理者の選任が義務付けられます。(他の制度は非該当) 

建建物物全全体体のの用用途途  
（消防法施行令別表第一） 

チチ
ェェ
ッッ
クク
欄欄  

  
防防火火管管理理者者  

（（ 法法 第第 88 条条 、、  

条条例例第第 5555 条条のの 33））  

統統括括防防火火管管理理者者  
（（法法第第 88 条条のの 22）） 

防防災災管管理理者者  

[[統統括括防防災災管管理理者者]]  

自自衛衛消消防防組組織織  
（（法法第第 88 条条のの 22 のの５５、、第第 3366 条条））  

防防火火管管理理技技能能者者  
（（条条例例第第 5555 条条のの 33 のの 22）） 

防防災災  
セセンンタターー  
要要員員  

（（条条例例第第 5555 条条  

のの 22 のの 33）） 

自自衛衛消消防防活活動動中中核核要要員員  
（（条条例例第第 5555 条条のの 55）） 

□□  □□  □□  □□  □□  □□  □□  □□  

((11))項項  
ｲｲ  劇劇場場、、映映画画館館等等  □□ 

収容人員 
30 人以上 

高
層
建
築
物
（
高
さ
31
ｍ
を
超
え
る
建
築
物
）
で
管
理
権
原
が
分
か
れ
る
も
の 

管理権原が分かれる 

もので、3 階以上で 

30 人以上 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上 10 階以下で 2 万㎡以上  

・4 階以下で 5 万㎡以上 
[管理権原が分かれる場合は統括
防災管理者が必要] 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上で 2 万㎡以上 

・5 万㎡以上 

高
層
建
築
物
で

2
万
㎡
以
上 

1 万㎡以上又は 
2 千人以上 ﾛﾛ  公公会会堂堂、、集集会会場場  □□ 

((22))項項  

ｲｲ  キキャャババレレーー、、カカフフェェーー  □□ 

3 千㎡以上で 
3 百人以上 

ﾛﾛ  遊遊技技場場、、ダダンンススホホーールル  □□ 

ﾊﾊ  風風俗俗関関連連店店舗舗  □□ 

ﾆﾆ  カカララオオケケボボッッククスス等等  □□ 

((33))項項  
ｲｲ  待待合合、、料料理理店店  □□ 

ﾛﾛ  飲飲食食店店  □□ 

((44))項項 物物品品販販売売店店舗舗  □□ 5 千㎡以上 

((55))項項  

ｲｲ  旅旅館館、、ホホテテルル  □□ 3 千㎡以上 

ﾛﾛ  共共同同住住宅宅、、寄寄宿宿舎舎  □□ 
収容人員 

50 人以上 
 

 ・15 階以上で 3 万㎡以上  

・11 階以上で 1 万㎡以上の

うち防災センターが設置さ

れているもの 

・５万㎡以上 

・15 階以上で 

3 万㎡以上 

・5 万㎡以上 

 

((66))項項  

ｲｲ  病病院院、、診診療療所所  □□ 
収容人員 

30 人以上 

管理権原が分かれる 

もので、3 階以上で 

30 人以上 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上 10 階以下で 2 万㎡以上  

・4 階以下で 5 万㎡以上 
[管理権原が分かれる場合は統括
防災管理者が必要] 

・１１階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上で 2 万㎡以上 

・5 万㎡以上 

高
層
建
築
物
で

2
万
㎡
以
上 

1 万㎡以上で 
5 百人以上 

ﾛﾛ  
社社会会福福祉祉施施設設  

（（避避難難困困難難施施設設））  
□□ 

収容人員 
10 人以上 

管理権原が分かれる 

もので、3 階以上で 

10 人以上 

 

ﾊﾊ  そそのの他他のの社社会会福福祉祉施施設設  □□ 
収容人員 

30 人以上 

管理権原が分かれる 

もので、3 階以上で 

30 人以上 ﾆﾆ  幼幼稚稚園園、、特特別別支支援援学学校校  □□ 

((77))項項 学学校校  □□ 
収容人員 

50 人以上 
  

・15 階以上で 3 万㎡以上  

・11 階以上で 1 万㎡以上の

うち防災センターが設置さ

れているもの 

・５万㎡以上 

・15 階以上で 

3 万㎡以上 

・5 万㎡以上 ((88))項項 図図書書館館、、博博物物館館  □□ 

((99))項項  
ｲｲ  蒸蒸気気浴浴場場、、熱熱気気浴浴場場  □□ 

収容人員 
30 人以上 

管理権原が分かれる 

もので、3 階以上で 

30 人以上 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上で 2 万㎡以上 

・5 万㎡以上 

ﾛﾛ  公公衆衆浴浴場場  □□ 

収容人員 
50 人以上 

 
条例に定めるもの 

・地階に乗降場を有 

する停車場 

・収容台数 50 台以 

 上の屋内駐車場 

 

・15 階以上で 3 万㎡以上  

・11 階以上で 1 万㎡以上の

うち防災センターが設置さ

れているもの 

・５万㎡以上 

・15 階以上で 

3 万㎡以上 

・5 万㎡以上 

((1100))項項 停停車車場場  □□ 

((1111))項項 神神社社、、寺寺院院、、教教会会  □□ 

((1122))項項  
ｲｲ  工工場場、、作作業業場場  □□ 

5 千㎡以上 
ﾛﾛ  ススタタジジオオ  □□ 

((1133))項項  
ｲｲ  車車庫庫、、駐駐車車場場  □□ 1 万㎡以上 

ﾛﾛ  航航空空機機格格納納庫庫  □□ 
 

 

((1144))項項 倉倉庫庫  □□ 

((1155))項項 事事務務所所等等  □□ 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上 10 階以下で 2 万㎡以上 

・4 階以下で 5 万㎡以上 
[管理権原が分かれる場合は統括
防災管理者が必要] 

3 万㎡以上 

((1166))項項  

ｲｲ  
複複合合用用途途  

（（特特定定用用途途含含むむ））  
□□ 

収容人員 
30 人以上 

((6)項ロが含まれる 

場合は 10 人以上) 

管理権原が分かれる 

もので、3 階以上で 

30 人以上（(6)項ロ

が含まれる場合は、

10 人以上） 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上 10 階以下で 2 万㎡以上 

・4 階以下で 5 万㎡以上 
[管理権原が分かれる場合は統括
防災管理者が必要] 

 

※対象用途の存する最上階及び
対象用途部分の床面積の合計
で算定する。 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上で 2 万㎡以上 

・5 万㎡以上 
 

      

高
層
建
築
物
で

(5)
項
ロ
部
分
を
除

き

2
万
㎡
以
上 

それぞれの用途で該当する
部分が存するもの又は(5)項
ロ部分を除き 1 万㎡以上 
 

 
 

ﾛﾛ  
複複合合用用途途  

（（非非特特定定用用途途ののみみ））  
□□ 

収容人員 
50 人以上 

管理権原が分かれる 

もので、5 階以上で 

50 人以上 

・15 階以上で 3 万㎡以上 

・11 階以上で 1 万㎡以上の

うち防災センターが設置さ

れているもの 

・５万㎡以上 

・15 階以上で 

3 万㎡以上 

・5 万㎡以上 

(12)項、(13)項イ又は(15)
項の部分で該当する部分が
存するもの又は(5)項ロ部分
を除き 3 万㎡以上 

((1166 のの 22))項項 地地下下街街  □□ 

収容人員 
30 人以上 

((6)項ロが含まれる 

場合は 10 人以上) 

管理権原が分かれるもの 

１千㎡以上 
[管理権原が分かれる場合は統括
防災管理者が必要] 

1 万㎡以上 1 千㎡以上 3 千㎡以上 

((1177))項項 文文化化財財  □□ 
収容人員 

50 人以上 
高層建築物で管理権原
が分かれるもの 

・11 階以上で 1 万㎡以上 

・5 階以上 10 階以下で 2 万㎡以上 

・4 階以下で 5 万㎡以上 
[管理権原が分かれる場合は統括
防災管理者が必要] 

5 万㎡以上 

高
層
建
築
物
で 

2
万
㎡
以
上 

 

そそのの他他((危危険険物物施施設設等等))  □□ 

・外タン又は内貯 
で 1000 倍以上 

・指定可燃物で 
1500 ㎡以上 

   
・外タン又は内貯で 1000 倍以上 

・指定可燃物で 1500 ㎡以上 
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主な防火・防災管理関係義務一覧

 

たただだしし、、小小特特対対象象物物をを除除くく。。  

小小特特対対象象物物はは、、((1166))項項口口のの基基準準とと同同じじ。。 

 

たただだしし、、小小特特対対象象物物をを除除くく。。
小小特特対対象象物物はは、、((1166))項項口口のの
基基準準とと同同じじ。。 

 

義
務
一
覧
表 
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防火・防災管理講習のご案内 

講習日程、講習場所、空席状況等は、 

東京消防庁ホームページ（試験・講習→講習→ 

防火管理講習・防災管理講習）に掲載しています。 

・定員になり次第締め切りとなります。 

・電話での申し込みはできません。 

・講習の申し込みは電子申請が可能です。 

ぜひご利用ください。 

 

 

編集 東京消防庁予防部防火管理課 

発行 令和７年１１月 

問合せ先 

各種手続きに関する
注意事項

①講習案内 ②講習受講申請書

①消防計画作成（変更）届出書 ②消防計画作成例 ③注意事項

作成する消防計画書の判定やダウン
ロードはＢ－②からご確認ください。

②届出要領 ③注意事項

届出には防火・防災管理者の資格が
必要です（Ａー②参照）。

②全体についての消防計画作成例 ③届出要領

①自衛消防訓練通知書

Ｄ
全体についての

消防計画
（ｐ.１５）

Ｅ
自衛消防訓練

②注意事項

Ａ
防火管理者
防災管理者
（ｐｐ.３－５）
（ｐ.１２）

Ｂ
消防計画
（ｐ.６）
（ｐ.１０）

Ｃ
統括防火管理者
統括防災管理者

（ｐ.１４）

①統括防火・防災管理者

選任（解任）届出書

①全体についての消防計画

作成（変更）届出書

③防火・防災管理者

選任（解任）届出書

窓口申請について 郵送申請について 電子申請について

東京消防庁ＨＰ（電子申請一覧）

①防火・防災管理者及び統括防火・防災管

理者を選任する場合は資格を証する書面

（修了証等）が必要です。

②副本が必要な場合は2部ご提出ください。

①副本が必要な場合は2部お送りください。

②副本をお返しする返信用封筒が必要です。

③送付先は管轄の消防署・消防出張所等です。

①定められた回数を実施する必要があります（詳細はｐ．９参照）。

②ネットで自衛消防訓練もご活用ください（詳細はｐ．９参照）。

③自衛消防訓練実施後に「自衛消防訓練実施結果記録書」を作成し、訓練を行っ

た日から三年間、保管が必要になります。※

※火災予防条例施行規則第１１条の４の１１第２項

※ ダウンロードの際に携帯キャリア各社の回線を利用した場合は、通信料が発生しますので、スマートフォンやタブレット端末をご利用の際は、 

Wｉ-Fｉ環境のご利用を推奨します。 

※ 二次元コードが読み取りにくい場合は、お近くの二次元コードを隠してお試しください。 

①定められた回数を実施する必要があります（詳細はｐ．９参照）。 

②ネットで自衛消防訓練もご活用ください（詳細はｐ．９参照）。 

③自衛消防訓練実施後に「自衛消防訓練実施結果記録書」を作成し、訓練を行った 

日から 3 年間、保管が必要になります。 

（火災予防条例施行規則第１１条の４の１１第２項） 

防火・防災管理新規講習・防火・防災管理再講習 

オンライン講習実施中 

 


